
Ø．重要な債務負担行為
当期に契約を締結し、翌期以降に支払が発生する重要なものは、以下のとおりであります。

件 名 契 約 金 額 翌期以降の支払金額

講義実習棟改修機械設備工事 134¶400千円 134¶400千円

情報管理システムサーバー室改修電気設備工事 12¶600千円 7¶600千円

情報管理システムサーバー室改修機械設備工事 11¶025千円 11¶025千円

情報管理システムサーバー室改修工事 7¶214千円 7¶214千円

特殊診療棟・病棟改修電気設備工事 9¶030千円 9¶030千円

特殊診療棟・病棟改修機械設備工事 11¶655千円 11¶655千円

特殊診療棟・病棟改修工事 24¶759千円 24¶759千円

図書館増築設計業務（設備） 3¶360千円 3¶360千円

図書館増築設計業務（建築） 15¶750千円 15¶750千円
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Ó．貸借対照表
１．運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 4¶843¶536千円
２．当期の運営費交付金により財源措置が手当されない引当外賞与見積額 448¶632千円
３．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産 土地 3¶730¶000千円

建物 6¶665¶278千円
上記に対応する債務 長期借入金 4¶580¶629千円

４．保証債務
当該事業年度末における債務保証の総額 9¶383¶067千円

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
\ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの
資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 10¶633¶718千円
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 8¶849¶679千円
利益剰余金に与える影響額（差引き） 1¶784¶039千円

] 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物
品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減
価償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累
計 626¶478千円

^ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国
からの出資でなく譲与としたことによるもの 69¶752千円

_ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、
国からの出資でなく譲与としたことによるもの 204¶470千円
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2¶684¶739千円

×．資産除去債務関係

\ 資産除去債務の概要

ダイオキシン類対策特別措置法の規定に基づく焼却炉のダイオキシン除去義務、放射性同位元

素等による放射線障害の防止に関する法律の規定に基づく放射性同位元素等を使用している建物

及び工具器具備品の放射線の除去義務等であります。

] 資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から５年～39年と見積もり、割引率は、0•529％～2•283％を使用して資産

除去債務の金額を計算しております。

^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 193¶782千円

時の経過による調整額 2¶170千円
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期末残高 195¶952千円
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Ù．金融商品関係

１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ

いては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。

未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っております。

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

Ô．損益計算書
当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
１．国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資
産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属病院に関する借入金の元金償還額 1¶237¶777千円
当該借入金により取得した資産の減価償却費 1¶057¶889千円
当期総利益に与える影響額（差引き） 179¶887千円

２．国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品
受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価
償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 3¶306千円
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183¶193千円
Õ．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目との関係
資金の期末残高は貸借対照表における現金及び預金と合致しております。
現金及び預金 3¶467¶307千円
資金期末残高 3¶467¶307千円

２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 196¶419千円

Ö．国立大学法人等業務実施コスト計算書

引当外退職給付増加見積額のうち、国又は地方公共団体からの出向職員に係るものはありません。
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